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１ これまでの経過と諮問
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分収造林事業のあり方検討について
○森林審議会でもご審議をいただきつつ、造林公社の行う分収造林事業のあり方について検討してきた
○昨年度３月に県としての検討をとりまとめ、今後のあり方に関する方針を策定し公表した。

審議事項 答申内容

分収造林
事業

10年程度の期間をかけて中長期的に分収造林事業の収
束を図るべき

公社林
整備

採算林は、民間事業者と連携して林業経営を進め、積
極的に木材生産を行うべく取り組むことが望まれる
不採算林は、土地所有者の意向を十分に踏まえつつ、
県有林化などの公的管理に移行するべき

債権処理 債権者が債権の全額を放棄せざるを得ない

公社組織
分収造林事業の収束や債権放棄を行うことを踏まえれ
ば、公社組織が解散されなければ県民理解が得られな
い

公益的
役割

公社に果たすべき公益的役割はない
今後は、滋賀県が残る公社林を公的管理することで、
森林林業行政の推進における公益的役割を果たされた
い

令和８年３月27日「一般社団法人滋賀県造林公社の行う分収造林事業のあり方に関する方針」策定

①今後10年程度の期間をかけて、ソフトランディングを行い段階的に分収造林事業を収束させる

②公的管理の導入など、分収造林事業から新たな時代にふさわしい森林政策への転換を目指す
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分収造林事業の収束について

○造林公社の行う分収造林事業を収束させるためには、以下２つの要素が必要
①造林公社の行う木材生産活動の終了
②造林公社が土地所有者と締結する分収造林契約の解除

○公的管理は、「②造林公社が土地所有者と締結する分収造林契約の解除」を行うにあたって、土地所有
者の意向や不安に寄り添い、公社林を県の責任で保全していくための一つの手段

今までの状況 事業収束を目指すにあたって

公社分収造林契約 公社
契約
解除

森林を返還

・今さら返されても困る・・・
・自分では管理できない・・・
・無責任じゃないか・・・
・森林なんてあったのか・・・
・どこにあるかもわからない・・・
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土地所有者 土地所有者



諮問と今後の審議スケジュール案
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６月４日（木）諮問

７月 審議予定

10月～11月 答申

これまでの経過・公社林概要
公的管理の考え方

公的管理（骨子案）の審議

公的管理（原案）の審議
とりまとめ・答申

○今回を含め、４回程度の審議を予定。

○審議会では、公社林に対する公的管理の考え方、目指すべき公社林管理の方向性、その手法等について
ご審議いただきたい。

＜諮問事項＞
公社林の公的管理のあり方

４

３ ９月 審議予定 公的管理（素案）の審議



２ 公社林について
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公社林とは

○一般社団法人滋賀県造林公社が分収造林方式により造林してきた森林を公社林という

戦後の経済発展に伴い、水供給を地下水に頼っていた琵琶湖・淀川
流域の下流地域で地盤沈下が深刻化

ビルの抜け上がり 地盤沈下で海に沈んだ工場

● 公社林の造林

琵琶湖の水源涵養機能を高め、琵琶湖から下流自治体への水供給
力の強化を図るため、分収造林方式により県内２万haの針葉樹を
造林。
多くの労働者の努力により、大切に植え育てられてきた。

当時の造林風景
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公社林の状況①（面積・分布）

○県内に約２万ヘクタール（19,622.63ヘクタール）の針葉樹を造林

○造林は昭和40年代～平成初頭にかけて行われ、当時の林野庁通知に基づき、多くは、一般の森林所有者
では造林が難しい山間僻地を中心に行われた。

○平成23年から、公社の経営改善に向けた取組の一環として、不採算事業地の解約を順次進めている。

令和７年４月１日現在
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公社林の状況②（契約者・樹種・林齢）

○契約者のほとんどは個人で、個人有林と慣行共有林を合わせて、管理面積のおよそ70％を占める

○管理する森林のうち、伐期とされる10齢級以上の森林が約半分を占め、森林資源の充実が進む

契約者別管理面積

樹種別・林齢別管理面積

概要

契 約 管 理 面 積 13,339ha（スギ8.067ha、ヒノキ4,865ha、マツ類407ha）

契 約 件 数 2,151件

契 約 期 間 80年間（30年間の契約延長に応じている場合）

事 業 期 間 昭和40年（1965年）～令和50年（2068年）

契約者別契約件数

個人 1,740件
81％

慣行共有
223件
10％
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公社林の状況③（航空レーザ計測による森林解析結果）

○令和４年度から滋賀県で行った航空レーザ計測による森林解析結果を活用し、公社林事業地の森林の
生育状況を調査

○結果、周辺の民有林に比べ、生育状況が悪いことが判明
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公社林の状況④（採算性・公益的機能）

林業政策としての評価 森林政策としての評価

○林業政策としては、過去に行った条件不利地への造林や、生育状況、森林・林業を取り巻く社会経済情勢の変化など

により、不採算事業地が多く、将来にわたり管理コストの増大が懸念されると評価

○森林政策としては、県内約２万ヘクタールに及ぶ公社林が貨幣換算すると約199億円／年もの公益的機能を発揮させ、

県民の生命と財産を支えており、滋賀県の森林政策の発展に大きく貢献していると評価

①長期経営計画上の採算性判定
（H23.3時点） ②長期収支試算時の採算性判定

（R7.4.1時点の机上での試算値）

公社林：19,622ha×1,013.7千円／ha・年≒約199億円／年

＜公社林事業地採算性のイメージ＞

採算林

１０
※2001年の日本学術会議答申を基に公社で算出

不採算林

不採算林



３ 公的管理の考え方について
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公的管理についての考察

「公的」とは、
国や地方自治体、公共の機関に関わる性質を指す言葉

「管理」とは、
目標達成のために人・モノ・資金・情報などの資源を把握し、統括・コントロールし
て運用すること（≒マネジメント）

＜管理についての考察＞
例：「道路管理」なら、維持補修、整備、点検、巡視、危険物除去 等を総称して道路管理

「鳥獣管理」なら、保護、駆除、生息地管理、農地対策、多様性保全 等を総称して鳥獣管理

➡では、「森林管理」における「管理」とは・・・

生産管理として、木材生産、林道作業道管理、過伐採防止 等

環境保全として、密度管理、樹種管理、公益的機能保全、乱開発防止、J-クレジット創出 等

権利保全として、所有権保全、地上権保全、経営管理権保全 等

もう少し具体的に・・・

管理（マネジメント）すべき対象は様々あるが、
これから公社林に対する公的管理を検討するにあたって、何を重視するべきか？
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分収造林契約者の意向状況
○令和７年６月に、公社で土地所有者への意向調査を実施

○その結果、回答者の約９割が自分では森林管理ができないもしくは森林を手放したいと回答

○主な回答理由としては、ノウハウの問題、経費負担の問題、後継者の問題

＜調査概要＞

調査期間：令和７年６月11日～６月30日

調査対象者：１，２８３名（長期経営計画上の採算林契約者）

（内訳：個人1,143名、自治会47区、生森26組合、社寺57社、法人８者、その他２者）

有効回答者５１７名（有効回答率40.3％、宛先不明者108名）
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自分で管理できる
と回答したのは、
８％（①＋⑤）

手放したいと回答
したのは、32％
（③＋④＋⑦＋⑧）



公的管理とは

その場所が健全な水源林であることを、
“県の関与”によって、将来にわたり維持していくこと

公社林に対する公的管理の目的

（１）公社林は琵琶湖の水源林として造成された森林であり、極めて多くの公益的機能を発揮している

（２）公社林は県内森林面積の１割を占め、県の森林政策上も重要な位置づけ

（３）事業収束および契約解除を目指すものの、所有者自身による森林管理は難しい

（４）公社林は個人有林が多く、契約解除により市場に開放されることで様々なリスクを抱えるおそれ

公社林に対する現状認識

放置林 所有者不明林 転用・開発
海外資本による
水源買収

１４


